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『世界原子力産業現状報告2016』の要旨及び結論
主要な核心事項

中国効果
• 世界の原子力発電は1.3％伸びた。これはすべて中国における31％の伸びによるものである。
• 2015年に10基の原子炉が運転開始となった──1990年以来最大の数字で、このうち8基が
中国のものである。これらはすべて福島事故以前に建設が始まったものである。
• 2015年に8基の建設が始まった（うち、中国が6基）。2010年には15基（うち中国が10基）だ
った。2016年上期に建設が始まったところはない。
• 建設中の基数は3年連続で減っており、2013年末には67基だったのが2016年半ばの58基と
なった。うち、21基が中国である。
• 2015年に中国は再生可能エネルギーに1000億ドル以上を投入する一方、6基の原子炉への
投資決定額は180億ドルだった。

早期閉鎖、段階的廃止、建設遅延
• 8基の早期閉鎖決定──日本、スウェーデン、スイス、台湾、米国。
• 原子力段階的廃止発表──米国（カリフォルニア）及び台湾。
• 14の建設中の国のうち、9カ国ですべての計画が遅れている──ほとんどが数年の遅延。6つ
のプロジェクトが10年以上リストに載ったままで、そのうち3つの期間は30年以上に及ぶ。この
点では中国も例外ではない。建設中の21基のうち、少なくとも10基が遅延に見舞われている。

窮地に立つ原子力の巨人－再生可能エネルギーによる交代
• アレバは過去5年間で110億ドルの損失を蓄積させた。フランス政府は、56億ユーロの救出計
画と同社の分割を決定した。株価は2007年のピークから95％下落。電力公社EDFは415億ドル
の負債を抱え、S&Pの格付けの引下げ決定を受ける。中国の電力会社CGN（EDFにとってヒン
クリー・ポイントCのパートナー）は、2015年6月以来株価の60％を失う。
• 世界全体で、風力の発電量の伸びは17％、太陽は33％、原子力は1.3％だった。
• 現在、ブラジル、中国、インド、日本、オランダはすべて、風力タービンだけで原子力発電所よ
り多くの電力を発電している。

チェルノブイリ+30/福島+5
• チェルノブイリ事故がヨーロッパ大陸を震撼させてから30年、600万人の人々が高度に汚染さ
れた地域に住み続けている。チェルノブイリからの放射性降下物がヨーロッパの陸地の40％を
汚染した。向こう50年間で合計4万人の追加的致死性ガンが予測されている。
• 福島の惨事が日本の東海岸で始まってから5年、10万人が帰還できないでいる。日本で発電
している原子炉は2基だけである。そして、6基の2010～11年以来発電していなかった原子炉に
ついて最終的閉鎖決定が下された。
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『世界原子力産業現状報告2016（WNISR）』は、運転、製造、建設に関する情報も含め、原子
力発電所のデータに関する包括的概観を提供する。WNISRは、現在原子力発電を持っている国と新規参入の可能
性のある国の両方における新規建設計画について評価する。WNISR2016年版では、これまでに引き続き、この部
門における数多くの大手産業の財政状況についての評価を行っている。また、「チェルノブイリ現状報告」がある。
ヨーロッパの大きな部分の汚染をもたらした事故の30年後の状況に関するものである。「福島現状報告」では、惨
事の始まりから5年経った今の敷地内外の状況の概観を提示している。

「原子力vs. 再生エネルギー」の章では、原子力・風力・太陽エネルギーに関連した投資、発電容量、発電電
力量に関する世界的な比較データを提供している。

最後に、アネックス１では、運転中の原子力発電所を持つ31カ国すべての国別概観を提供している。ベルギ
ー、中国、フランス、日本、米国に関しては「フォーカス」というセクションで細かく論じてある。

原子炉の状況と原子力計画
運転開始及び停止　2015年には、10基の原子炉が運転を開始し（中国8基、ロシア1基、韓国1基）、2基が停

止した（ドイツのグラーフェンラインフェルトと英国のウィルファ1号機）。ベルギーのドール1号機は1月に運転許可期
限が切れて停止されたが、12月に寿命延長が認められ運転再開となった。2010～11年以来発電を行っていなかった
日本の5基の原子炉と2013年以来運転停止中だったスウェーデンの1基について最終的な閉鎖決定がなされた。

2016年上期には、5基の原子炉の運転が開始された。中国3基、韓国1基、米国1基（ワッツ・バー2号機――建
設開始以来43年）である。運転停止となった原子炉はない。しかし、日本でもう一基の原子炉の閉鎖が発表され
た。伊方1号機である。同炉は2011年以来発電していない。

運転・建設データ1

原子炉の運転　現在、原子力発電所を運転しているのは31カ国で、1年前より1カ国増えている2。日本が
2基の運転を再開したためである。これらの国々は、合計402基の原子炉を運転している――「長期運転休止
（LTO）」を除く。2015年半ばの状況と比べると11基増えていて、相当の増加である。しかし、1987年と比べると
4基減、2002年のピークの438基と比べると36基減である。この1年で原子力発電容量は3.3％伸びて348 GW（3
億4800万キロワット）に達した3。2000年と同等のレベルである。発電容量のピークは2006年の368GWであ
る。2015年の年間発電量は2441TWh（2441テラワット時＝2兆4410億キロワット時）に達した。前年比で1.3％の
伸びである。しかし、2006年の歴史的ピークと比べると8.2％減である。2015年の世界の31TWhの伸びは、中国の

1 運転中・建設中の原子炉及び発電に占める原子力の割合に関する国別の概観についてはアネックス１を参照
2 別段の註記がない場合は示された数字は2016年7月1日に現在のもの。
3 .すべての数字はネットの定格発電容量。GWはギガワット＝1000メガワット。
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発電によるものである。同国では原子力発電量が30％（37TWh）伸びている。
WNISRでは、日本の36基の原子炉4をLTOに分類している5。日本の原子炉以外では、スウェーデンの1基（リ

ングハルス2号機）と台湾の1基（金山（チンシャン）1号機）がLTOの基準を満たしている。福島第一と第二の10基
は、すべて、永久閉鎖とみなされており、従って、運転中の原子力発電所の数には入っていない。

エネルギー・ミックスにおけるシェア　世界の発電における原子力のシェアは、この4年間安定していて6

、2015年は10.7％だった。1996年に17.6％という歴史的ピークに達した後、一貫して低下傾向にある。世界の商業
的一次エネルギー消費における原子力のシェアも安定していて4.4％だった。2014年以前との比較でいうと、1984
年以来最低レベルである7。

「5大」原子力発電国――大きさ順で米国、フランス、ロシア、中国、韓国――は、2015年に世界の原子力発
電電力量の約3分の2を発電した（2014年は69％）。中国は順位を一つ上げた。米仏両国は合わせて世界の原子力
発電電力量の半分を占めた。また、フランスは、欧州連合の原子力発電電力量の半分を発電した。

原子炉の年齢 中国を除けば大きな新規建設計画がないため、世界の運転中の原子炉の平均年齢は高くなり
続けており、2016年半ばで29年だった。総数の半分、つまり215基以上が運転開始後30年以上を経過したものであ
り、そのうち40年以上のものが59基（うち米国が37基）だった。

寿命延長　元々の設計寿命を超える運転期間の延長の許可の仕方は国によって異なる。米国では、運転中の
原子炉100基のうち81基が総運転期間60年までの延長許可を受けているが、フランスでは10年の延長しか認めら
れておらず、安全規制当局はすべての原子炉が40年期間に関する詳細な安全審査をパスするわけではないことを
明確にしている。さらに、寿命延長計画は、2025年までに原子力のシェアを現在の4分の3から半分にするというフ
ランスの法的目標と矛盾する。ベルギーでは、3基の寿命の10年延長が認められたが、これは2025年までに原子力
を段階的に中止するとの法的な目標を危険に曝すものではない。

寿命の見通し　すでに40年以上運転されている59基は例外として、現在運転中の原子炉がすべて40年の
寿命で運転停止となるとすると、2020年には、現在実際に建設中のすべての原子炉が完成するとしても、2015年
末の総数より22基少なくなる。設備容量にして1.7ＧＷ（170万キロワット）の減少である。続く2030年までの10年
間で187基（175ＧＷ＝1億7500万キロワット）のリプレースメントが必要となる。過去10年間で達成された運転開
始数の4倍である。許可された運転延長がすべて実際に実行に移され、達成されたとしても、2020年の数は2基増
えて、17ＧＷ（1700万キロワット）が追加されるだけで、2030年までに１63基の廃炉分のリプレースメントとして
144.5ＧＷ（1億4450万キロワット）が運転開始となる必要がある。

建設　これまでの年と同じく、現在14カ国で原子力発電所が建設されている。2016年7月現在、58基が建設
中（2013年より9基減）で、そのうち21基が中国にある。建設中の総発電容量は56.6ＧＷ（5660万キロワット）であ
る。

• 建設中の58基の建設開始からの平均年数は6.2年で、1年前の平均7.6年と比べ相当の改善があった。これは主と
して、建設年数が30年を超える4基（2基が運転開始、2基が一時停止）がリストから外されたこと、そして、6基の原
子炉の建設が新たに始まったためである。
• 14カ国のうち9カ国で建設中の原子炉すべてが遅延に見舞われている。ほとんどが1年の遅延である。すべての
建設プロジェクトの少なくとも3分の2（38）が遅れている。残りの21基（うち11基が中国）のほとんどの建設が過去
3年のうちに始まったか、元々の運転開始予定日を迎えていないかであるため、これらが予定通り進行しているのか
どうか判断が難しい。
• 3基の原子炉の「建設中」とされてきた期間が30年を超えている。ロシアのロストフ4号機とスロバキアのモホフ
チェ3及び4号機である。ウクライナのフメルニツキ3及び4号機は、実質的な建設活動もなく、建設契約もキャンセ
ルされているためリストから外された。　
• インドの2基、クダンクラム2号機と原型高速増殖炉（PFBR）はそれぞれ14年間と12年間「建設中」とされてい
る。フィンランドのオルキルオト3号機建設サイトは、2015年8月に10周年を迎えた。
• 10カ国で2006年以後運転開始となった最新の46基の平均建設期間は10.4年で、4年から43.6年とその幅は非
常に大きなものだった。平均建設期間は、WNISR2015における過去10年分の評価と比べ1年伸びている。

建設開始と新規建設問題
建設開始 2015年に建設が始まった原子炉は8基で、そのうち6基は中国、そして、パキスタンとアラブ首長国

連邦（UAE）がそれぞれ1基ずつだった。これに対し、2010年には15基の建設――そのうち中国だけで10基――が
始まり、2013年は10基だった。歴史的に見ると、世界の建設開始数は1976年にピークの44基に達している。2012年1
月1日から2016年7月1日までに世界全体で建設が開始されたのは28基で、これは1970年代の1年間の数より少ない。

建設キャンセル 1977年から2016年の間に、合計92の建設サイト（8つに1つの割合）が17カ国において進捗

4 もんじゅを含む。同炉は1995年に運転停止し、「国際原子力機関（IAEA）」の「原子炉情報システム（PRIS）」データベースに「長期運転停止（LTS）」として
載っている。
5  WNISRは、前歴年及び現歴年上期に発電量がゼロのものを「長期運転休止（LTO)」とみなす。この分類は、原子炉が送電網から切断された日に遡及的に
適応される。WNISRは、原子炉の運転開始を送電網への接続の日から、運転停止を送電網への接続日から数える。
6 . 4年の間で0.2パーセンテージ・ポイント以下。間違いなく統計的不確実性の範囲内のレベルである。
7 『BPエネルギー統計』（Statistical Review of World Energy）2016年6月による。
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状態の様々な段階で放棄または中断された。
新規参入国計画遅延・キャンセル　新規参入国のうち実際に原子炉を建設しているのは2カ国だけである。

ベルギーとＵＡＥである。これらの建設プロジェクトの状況についての公開情報は少ない。この一年間、ある程度
話の進んだ潜在的新規参入国のほとんどで原子力計画の進展における遅延があった。バングラデシュ、エジプト、
ヨルダン、ポーランド、サウジアラビア、トルコ、ベトナムなどである。チリとリトアニアは新規建設計画を棚上げにし
た。一方、インドネシアは予見できる将来における原子力計画全体を放棄した。

原子力の経済性：企業メルトダウン？
苦境に立つ原子力発電会社　伝統的な原子力・化石燃料発電会社の多くは苦境に立たされている。卸売り電

力価格の劇的な低下、顧客基盤の縮小、電力消費量の減少、多額の債務負担、老朽化した施設での発電コストの
上昇、激しい競争（とりわけ再生可能エネルギーからの）などのためである。

• ヨーロッパ　巨大エネルギー企業（EDF、エンジー（フランス）、E.ON、RWE（ドイツ）、バッテンフォール（スウェ
ーデン））、それに電力会社（TVO（フィンランド）、CEZ(チェコ共和国)）は、すべて過去1年の間に信用格付機関によ
って格下げされている。電力会社はすべて株式市場で大きな損失を出している。EDFの株は1年足らずのうちにその
価値が半分以下となり、2007年のピーク価格と比べると87％減となっている。RWEの株は2015年に54％下落した。
• アジア　日本の最大手の電力会社である東京電力と関西電力の株価は福島の惨事のために壊滅的な打撃を被
り、その後回復できないままでいる。2014年12月から香港株式市場に上場されている中国の電力会社CGN（広核
電力）は2015年6月以来その株価の60％を失っている。この傾向の唯一の例外は、「韓国電力公社（KEPCO）」の
場合である。同社は発電・送電・配電が規制された実質的独占市場において操業しており、その株価は2013年以
来80％の上昇を記録している。
• 米国　最大の原発運転会社 エクセロンの株価は2008年のピーク時と比べ約60％下落している。

アレバ社崩壊（続き）　フランスの公営総合原子力企業アレバ社は、5年間で合計100億ユーロ（109億ドル）
の損失を出し、理論的には破産している。株価が2007年のピークの96％減の歴史的低水準を記録した後の2016
年7月初旬現在、負債は63億ユーロ（69億ドル）に達している。年間売上高は42億ユーロ（46億ドル）、資本金はわ
ずか13億ユーロ（15億ドル）である。アレバ社は分割されて、「仏電力公社（EDF）」が原子炉建設・メンテナンス
子会社アレバNPの過半数の株を取得する、そして、同子会社は外国からの投資も受け入れるということになってい
る。この救済計画は欧州委員会の承認を得ていない。計画はEDFにとってそのリスク特性が拡大し大変な問題とな
る可能性がある。

運転コストの上昇――卸電力価格の暴落　老朽化が急激に進む原子炉の運転コストが歴史的低水準から急
激に上昇しているため、原子炉当たりの平均運転コストが、卸電力価格の通常の幅をかろうじて下回るレベルから上
回る方向に進む場合が増えている国が多くなっている。ベルギー、フランス、ドイツ、オランダ、スウェーデン、スイス、
それに米国の一部などである。実際、過去5年間でヨーロッパの市場で卸電力価格の劇的な暴落が起きている。例
えば、2015年だけでも、ドイツで40％、スカンジナビアのノルドプール電力市場で30％近い下落が発生している。

電力会社の対応　これに対し原子力発電所を運転する側は様々な対応をしている。世界最大の原子力発電会
社である「仏電力公社（EDF）」は、その運転コストをカバーするために相当の料金値上げを要請している。米国で
は、同国最大の原子力発電会社エクセロンが、現在の市場条件の下では競争力を失っている同社の数基の原発の
早期退役「リスク」についてイリノイ州を「脅迫」していると非難されている。原子力にとって有利な修正規則を電力
容量市場に導入するといったような「特別仕様」のツールが使われているにもかかわらず、競争力を持ち得ず、容量
市場のオークションをクリアできない原子力発電所が増えている。ドイツでは、エーオン（E.ON）が同社の原子炉1
基を法律による規定よりも6カ月早く閉鎖した。スウェーデンでは、少なくとも4基の早期閉鎖が発表されている。売
電からの収入が想定よりも低く、必要な投資額が高いためである。インドのような拡大している市場においてでさ
え、少なくとも2基が損失を出しているために早期閉鎖の候補となっている。

チェルノブイリ+30現状報告
旧ソ連（現在独立したウクライナ）のチェルノブイリ原子力発電所4号機で1986年4月26日に爆発、そしてそれに続く
火災が起きてから30年、その影響は未だに地域全体で感じられる。

事故の経緯　出力逸走（4秒で出力が約100倍に上昇）、水素爆発、その後10日間にわたって続いた黒鉛火
災により、炉心の放射能の約3分の１が大気中に放出された。

環境面での影響　火災で生じた煙突効果により、放射性の核分裂生成物が大気中を数キロメートル吹き上
げられた。ヨーロッパの陸地の40％が汚染されたと推定されている(>4,000 Bq/m2)。今も600万人以上がベラルー
シ、ロシア、ウクライナの汚染地域に住んでいる。汚染レベルの最も高い半径30キロメートルの地域2800平方キロ
メートルが事故直後立入禁止区域に指定され、その後も指定が続いている。

人に対する影響　事故発生直後約13万人が避難し、その後、合計で40万人が立ち退きを余儀なくされた。「
リクビダートル（処理作業員）」と呼ばれる約55万人の人々がほとんど訓練も受けないまま事故管理のためにソ連
軍によって駆り出され、最大級の被曝をすることとなった。

健康面での影響　最近の独立評価によると、チェルノブイリの降下物により向こう50年間に合計4万件の致死
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性ガンの発生が予測されるという。これまで、6000件の甲状腺ガンの発生が確認されていて、将来さらに1万6000
件の発生が予測されている。また、ベラルーシとウクライナ両国で白血病リスクの500％の増加が観察されている。
最近のデータは、事故の最も大きな影響を受けて国々における循環器系の影響、脳卒中、精神衛生面の影響、先
天性異常、その他の様々な放射線誘発影響などの発生増大を示している。肺機能障害及び呼吸困難の増加、血球
数減少、貧血及び風邪のレベル上昇、免疫グロブリン・レベルの上昇などを含むチェルノブイリに関連した子供へ
の影響を示す有力な証拠が発表されている。

対策 　1986年、非常に困難な状況の下で、リクビダートル達は、「石棺」と呼ばれるカバーを破壊された原子
炉を覆う形で建設したが、これは急速に劣化していった。44カ国とEUが財政支援した「シェルター実施計画（SIP）
」によって「新安全閉じ込め（NSC）」というものが造られた。NSCは、巨大な移動式カバーで、これを押し込んで古
い石棺に被せ、破損した原子炉の解体の間、保護物として機能させる計画である。

廃棄物管理　チェルノブイリでの最大の潜在的リスクは、4基の原子炉の使用済み燃料で、これを最近完成し
た乾式貯蔵施設に2017年末から2019年4月までの間に移さなければならない。液体及び固体廃棄物処理施設の
建設は2015年に終了した。

福島+５現状報告
2011年3月11日の東日本大震災（本報告では３・11とも呼ぶ）とその後の事象により始まった福島第一原子力発電
所の事故（福島事故）から5年以上が経った。この評価は、事故以来生じ、現在も重大な状況にある施設内外の問題
についての分析を含む。

施設内問題　2015年6月、日本政府は、福島第一原子力発電所の廃止措置のための中･長期ロードマップを改
訂した。主要な構成要素は、使用済み燃料の取り出し、燃料デブリの取り出し、汚染水発生抑制対策などである。

• 使用済み燃料の取り出し　3号炉の使用済み燃料の取り出しを2017年度から2019年の間に実施することにな
っている。2号炉は2020年度から2021年度、1号炉は2020年度から2022年度の間の予定である。
• 溶融燃料の取り出し　原子炉建屋内の放射線レベルは依然として非常に高いままで（約4～10シーベル
ト/時）、ヒトによる介入は不可能である。決定的なビデオ画像はなく、溶融燃料が実際にどこにあるのか分かって
いない。燃料デブリの取り出し作業の開始が2021年に予定されているが、取り出し方法は決まっていない。
• 汚染水の管理　燃料デブリの冷却のために大量の水（300立方メートル/日）が今も注入され続けている。高
度に汚染された水が破損した格納容器から建屋の地下部分に流れ出し、そこで地下水の流れから侵入してきた水
と混じり合っている。専用のバイパス・システムの使用開始と地下水の汲み上げにより、建屋への地下水流入量は
約400立方メートル/日から約150～200立方メートル/日に減っている。同等量の水がある程度まで除染されてい
る――それでもこの水には非常に高いレベルのトリチウムが残留しており（50万ベクレル/リットル）、巨大なタンク
に貯蔵されている。サイト内の貯蔵容量は80万立方メートルである。さらに地下水の流入を減らすための凍土壁の
運転が2016年3月に開始されたが、その有効性は検証中である。

作業員　毎日3000人から7500人の作業員が廃止措置作業に従事している。サイトでは数件の死亡事故が発
生している。2015年9月、厚生労働省は初めて、廃止措置作業に従事した一人の作業員の白血病を労働災害として
認定した。

敷地外の問題　敷地外の問題としては、何万人もの避難者の将来、事故が健康に与える影響の評価、除染廃
棄物の管理とそのコストなどがある。

避難者　政府のデータによると、福島県からの避難者数は、2016年3月現在、約9万2600人である（2013年6
月のピークは16万4000人）。約3400人が健康状態の低下あるいは自殺など、避難に関連した理由によって死亡し
ている（すべて「地震関連死亡」と分類されている）。政府は、2017年3月までに最高4万7000人に対する避難指示
を解除することを計画している。しかし、福島県による調査によると、避難した人々のうち70％が、たとえ避難指示
が解除されても家（あるいはその残骸）に帰りたくないとしている。10％が帰郷を希望、20％が検討中とのことであ
る。

健康問題　甲状腺ガンの発生状況について矛盾する情報が発表されている。福島県のある委員会は「これま
でに発見された甲状腺がんについては････放射線の影響とは考えにくい」と評価したが、因果関係を完全に否定は
しなかった。これとは対照的に、岡山大学の独立研究は、福島における小児甲状腺ガンの発生率は日本の平均の
50倍に達するとの結論を下している。

除染　政府の推定によると、福島県全域における避難地域内外の「人が日常的に立ち入る」場所での除染活動
が、80％の家屋、５％の道路、そして、70％の森林で実施されている。しかし、これらの措置の効果は極めて疑わしい。

事故のコスト　日本政府は、総合的な事故コストの推定を発表していない。しかし、東京電力が提供した情
報によると、現在のコスト推定額は1330億ドルである。この半分以上が補償金だが、食料品の輸出や観光に対す
る影響などの間接的影響は計算に入っていない。

福島vs.チェルノブイリ
産業事故は、それぞれ非常に独特な特性を有しており、その性格や影響について比較するのは困難なことが

多い。陸地内部におけるチェルノブイリでの大きな爆発とその後の10日間にわたる火災は、海岸沿いの福島におけ
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る3基の原子炉の溶融とは非常に異なる放出パターンをもたらした。チェルノブイリからの放射能の拡散は、ヨーロ
ッパ全域における広範な汚染をもたらしたが、福島第一から放出された放射能の5分の4は太平洋に降下した。土
壌中の放射能は大体が放射性核種の物理的半減期（主要な核種セシウム137は30年）に従い消えていく。放射性
の粒子は海では大幅に希釈される。そして、セシウム137を含め、多くの核種は水に溶ける。このことは、海に放出さ
れた放射能が影響を持たないということではない。とりわけ、海岸近くの魚種の場合はそうである。しかし、そこか
ら離れると影響は特定するのが難しくなる。

いくつかのパラメーターの比較は可能である。そして一部は計算や想定に基づくモデル推定である。これらの
結論の解釈に当たっては注意が必要である。ほとんどすべての基準に基づいていえるのは、チェルノブイリは福島
事故より重大であるようだということである。7倍のセシウム137、12倍のヨウ素131の放出。50倍の広さの陸地の相
当の汚染。7～10倍の集団線量、12倍の数の除染作業員などのためである。福島で最初の年に避難した人々の数は
チェルノブイリの場合よりも大きい。しかし、チェルノブイリではその後避難者数が3倍に増えている。ホット・スポッ
トが見つかるに従い、立ち退きを余儀なくされ人の数が増えていったからである。

原子力vs.再生エネルギー利用
電力部門の変容はこの1年間で加速した。新たな技術・政策展開が分散型システムと再生可能エネルギーに有利
に働いている。気候変動に関するパリ合意が再生可能エネルギーに対する強力な追加的後押しとなっている。パリ
協定のために162カ国が「各国自主貢献目標（INDC）」と呼ばれる誓約を提出したが、そのうち、自国の計画の中で
原子力に言及しているのは11カ国だけで、原子力利用の拡大を打ち出しているのは11カ国だけである（ベラルー
シ、中国、インド、日本、トルコ、UEA）。これに対し、144カ国が再生可能エネルギーの利用に言及し、11カ国がその
利用の拡大の目標あるいは計画に明確に言及している。

投資　再生可能エネルギーへの世界的投資額は2015年に史上最高の2860億ドルに達した。2011年に達成
されたそれまでの記録を2.7％超えるものだった。中国だけで1000億ドル以上を投資した。2013年の倍近い額であ
る。チリとメキシコは初めて投資国トップ・テンに仲間入りした。両国とも前年の倍に達する支出額を記録した。再
生可能エネルギーへの投資の相当の伸び率はインド（+44％）、英国（+60％）、米国（+21.5％）でも見られた。新
しい原子力発電所への世界の投資決定は、再生可能エネルギーへの投資より一桁低いままだった。

設備容量　2015年、147GW（1億4700万キロワット）の再生可能エネルギーが世界の発電容量のネットの追
加分の60％以上を占めた。風力と太陽光発電は、どちらも2年連続で記録的追加があった。この二つで再生可能発
電容量追加分の約77％を占めた。風力が63GW、太陽が50GW、これに対し、原子力の増加分は11GWだった。中
国は風力発電装置設置の加速化を続け、31GW が追加された。2013年の追加分のほとんど倍の量である。風力設
備容量は合計146GWに達した。これは、2015年に100GWという目標を相当超えるものである。中国は14GWの太
陽エネルギーを追加し、最大の太陽エネルギー発電国の地位をドイツから奪った。中国は7.6GWの新しい原子力容
量の運転を開始した。これは、世界の増加量の68％を占める

2000年以来、世界各国は、417GWの風力と229GW の太陽エネルギーを送電網に追加した。37GW が現在
LTO状態にあることを計算に入れると、運転中の原子力容量方は８GW低下している。

発電　ブラジル、中国、ドイツ、インド、日本、メキシコ、オランダ、スペイン、英国――世界の最大経済4つのう
ち、3つを含むリスト――が原子力よりも多くの電力を水力以外の再生可能エネルギーで発電している。

2015年、世界の太陽エネルギー発電量の年間伸び率は33％以上、風力は17％以上、原子力は1.3％（すべて
中国による）だった。

気候変動に関する京都議定書が合意された1997年と比べた2015年の世界の風力発電量の伸びは829TWh、
太陽光発電は252THh、一方原子力は178TWhだった。

中国では、2015年、それまでの3年間と同じく、風力発電量（185TWh）だけで原子力発電量（161TWh）を超
えた。同じ状況はインドでも見られる。風力（41TWh）が4年連続で原子力（35TWh）を超えた。2015年に米国で
発電された電力のうち、８％が水力以外の再生可能エネルギーによるものだった。2007年には2.7％だった。

欧州連合の数字は、原子力の役割の急速な低下を示している。1997年から2014年の間に、風力は303TWh
増え、太陽は109TWh増えた。一方、原子力は、65TWh減少した。

要約すると、2015年のデータは、再生可能エネルギー源からの発電が急速な伸びを継続している一方、原子力発
電は中国を除き、世界的に縮小していることを示している。再生可能エネルギー発電所のユニットの小ささと設備利
用率の低さという問題を補ってあまりあるのが、リードタイムの短さ、製造・設置の容易さ、それに急速に拡大可能な
大量生産などである。受容度の高さ、システム・コストの急速な低下などがその展開をさらに加速するだろう。


